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嘱託従業員就業規程 

(目 的) 

第１条 この規程は就業規則第２条に基づき、協栄コンサルタント株式会社の嘱託の就業に関す

ることを定めたものである。 

     2. この規程に定めていない事項については、従業員就業規則及び同規則に基づく諸規程を

準用する。 

  

(再雇用の申出) 

第２条 定年後再雇用を希望する者は、定年予定日の６ヶ月前までに部門長を経て会社に申出る

ものとする。 

   2. 前項にかかわらず、定年予定日までに、就業規則第１９条（退職のうち年齢に係る事由

を除く）、第２３条（解雇）、第６３条（懲戒解雇）に該当する者は、本人の希望に係らず

再雇用の対象から除かれるものとする。 

3. 会社は、申請に基づき、再雇用後の職務、勤務時間、賃金等につき本人と協議の上労働

契約を結ぶものとする。 

   4. 労働契約書の様式は別に定める。 

 

 (嘱託の区分) 

第３条 嘱託の区分は、本人の希望により次の(1)及び(2)の２種類とする。 

  (1) 嘱託 A フルタイム勤務者 

  (2) 嘱託 B 短時間勤務者 

 

 (雇用期間) 

第４条 嘱託の雇用期間は１ヶ年とし、７０歳に達するまでを限度として雇用を継続する。この

場合の最終限度日は、第９条１号によるものとする。 

  

（契約更新時における対象者の選定） 

第５条 前条の規定にかかわらず、下記（１）に定める期間は、当該期間に対応する各年齢以上

の者について、その契約更新に際しては、労使協定の定めにより、下記（２）に定める要

件のいずれも満たす場合にのみ再雇用契約を締結するものとする。 

(1) 期間及び年齢 

６８歳の誕生日から６９歳の誕生日の前日までの１年間・・・・・６９歳前日 

６９歳の誕生日から７０歳の誕生日の前日までの 1年間・・・・・７０歳前日 

(2) 要件 

1) 直前１年間に行われた人事考課Ａ～Ｅの内、Ａ，Ｂの評価を獲得していること 

2) 直前１年間において、無断欠勤がないこと 

3) 体力、健康状態が就業に十分対応できる状態であること 

4) 直前３年間において、懲戒事由に該当したことがないこと 

5) 会社が提示する労働条件に合意できること 
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(勤務時間) 

第６条 勤務時間は、次のとおりとする。 

  (1) 嘱託 A 正規従業員就業規則の定めるところによる。 

  (2) 嘱託 B ①１日の労働時間を６時間未満とする。 

        ②１ケ月の労働日数を２０日未満とする。 

   2. 休憩は正午より４５分とする。 

 

 (休 日) 

第７条 嘱託の休日は、次のとおりする。 

  (1) 嘱託 A  正規従業員就業規則第３５条による。 

    (毎日曜日、隔週土曜日、国民の祝日、年末年始、夏季休暇。 

     ただし、１年単位の変形労働時間制による場合はその定めによる) 

  (2) 嘱託 B  本人との個別契約により定める日とする。 

 

 (休 暇) 

第８条 嘱託 A の年次有給休暇は、定年前より引き続き継続勤務しているものとして算定し、正

規従業員就業規則第４２条により付与する。 

   2. 嘱託 B は、契約勤務日数により労働基準法に従い、正規従業員ではない、つまり週に３

０時間未満かつ、週４日以内又は年間２１６日以内で勤務している従業員を対象として以

下の表に示します。 

週に３０時間以上勤務する場合や１日４時間勤務でも週５日又は２１７日以上勤務する

場合は、就業規則第４２条の正規従業員と同じ有給休暇を付与する。 

 

 

所定  

労働日数 

1 年間の所定 

労働日数 

雇入れ日から起算した継続勤務期間（単位:年） 

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5 以上 

４日 169 日～216 日 7 8 9 10 12 13 15 

３日 121 日～168 日 5 6 6 8 9 10 11 

２日 73 日～120 日 3 4 4 5 6 6 7 

１日 48 日～72 日 1 2 2 2 3 3 3 

 

  3. 当該年度において消化しなかった年次有給休暇残日数は、翌年度に限り繰越することが

できる。 

   4. 特別休暇は、正規従業員就業規則第４３条を準用して与える。  

(退 職)  

第９条 嘱託が次の各号の一つに該当するときは、退職とする。 

（1）満７０歳の誕生日の前日をもって自然退職とする。 

（2）契約期間の満了となったとき 

（3）本人の都合により退職を願い出て会社が承認したとき 

（4）死亡したとき 
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(賃 金) 

第１０条 再雇用者の賃金支払形態及び項目は、次による。 

  (1) 嘱託 A 時間給制又は基本給制 

  (2) 嘱託 B 時間給制 

  2. 賃金項目  

     嘱託の賃金項目は次の通りとする。計算については正規社員賃金規則を準用する。 

    ただし、基本総額は、定年到達時の賃金総額の７割以下とし、個別に決定するが 

   従事すべき職務・職責により増額する場合がある。 

  (1) 嘱託 A 基本時給＋通勤手当＋時間外・休日勤務手当 

  (2) 嘱託 B 基本時給＋通勤手当 

  3. 昇給は、「給与規程」第１５条で定めます。 

  

(賞 与) 

第１１条 再雇用された日を賞与の起算日として、「給与規程」で定めます。 

 

 (退職金) 

第１２条 嘱託従業員の退職金計算の起算日は再雇用日とし、基本賃金額とこの間に支払われた

賞与総額に勤務評価（１％～１０％）率を乗じた額とします。 

 

(社会保険の加入) 

第１３条 嘱託 Aは、社会保険に加入するものとする。  

     嘱託 Bは、その他の雇用条件により労働契約において定める。 

 

 (雇用保険の加入) 

第１４条  嘱託 Aは、一般の雇用保険に加入するものとする。 

   2. 嘱託 Bのうち、週所定労働時間が２０時間以上の者は雇用保険に加入するものとし、週

所定労働時間が２０時間未満の者については雇用保険に加入しないものとする。 

 

 

附  則 

平成２５年４月１日制定  

平成３１年４月１日改正 

令和 ２年４月１日改正 

令和 ７年４月１日改正 
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